
新庁舎整備用地における建築物の面積

合計 B１F １F ２F ３F ４F PH１F PH２F

市役所本庁舎 1,407.40 5,711.38 1,201.81 1,246.74 1,261.01 1,261.11 642.39 93.19 5.13

市役所別館 531.98 2,597.37 485.70 512.77 516.03 516.03 504.03 62.81

市役所第２別館 826.10 1,600.50 780.84 819.66

市役所分室
（都市整備部分室）

110.03 200.00 100.00 100.00

車庫２ 221.01 221.01 221.01

車庫３ 180.68 169.88 169.88

倉庫 37.08 37.08 37.08

自転車置場１ 34.47 33.96 33.96

自転車置場２ 22.05 22.05 22.05

自転車置場３ 22.05 22.05 22.05

車庫1 199.49 199.49 199.49

第２別館屋外階段 9.06 0.00 0.00

自転車置場A 24.00 24.00 24.00

自転車置場B 7.20 7.20 7.20

自転車置場C 7.20 7.20 7.20

自転車置場D 7.20 7.20 7.20

防災倉庫 31.75 31.75 31.75

計 3,678.75 10,892.12 1,687.51 3,423.22 2,696.70 1,777.14 1,146.42 156.00 5.13
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…事業用地凡例：

…新庁舎整備用地

…新庁舎整備用地のうち、新庁舎及び
　付帯施設(ごみ保管庫を除く)の建設を制限する範囲

…民間収益施設整備用地

…一般車両動線

…緊急車両動線

…埋蔵文化財試掘範囲
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市民福祉センター跡地には
貝塚警察署を誘致予定。

ごみ保管庫の設置

市は2018年8月に試掘を実施した。
調査の結果、鋤溝１条、土杭２基を検出したが、中世以降のものと判明している。また、遺物は須恵
器、土師器、瓦器、瓦が出土しているが、少量であり、遺物包含層とまではいえない。
このような状況から判断して、新庁舎を試掘範囲に建設する場合は、本発掘調査を必要としないが、
工事掘削時に、市教育部社会教育課による立会調査を実施し、地層等の記録を行う必要がある。

教育庁舎立地範囲内で民間収益施設を建設する場合は、原則として、埋蔵文
化財本発掘調査を必要としない。
ただし、新庁舎整備ゾーンと同じく、工事掘削時に、市教育部社会教育課に
よる立会調査を実施し、地層等の記録を行う必要がある。

市役所別館には
大阪府子ども家庭センター
を誘致予定。
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